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  ISBN 978-4-86486-868-6 

 

第１部 労働関係科目 

科目 ページ 該当箇所 改訂前 改訂後 

労基 69 
①保護の対

象者 
労基別紙１に変更をお願いします。 

労災 

176 最低保障額 
支給対象者１は 73,090 円 

支給対象者２は 36,500 円 

支給対象者１は 75,290 円 

支給対象者２は 37,600 円 

176 具体例 最低保障：73,090 円 最低保障：75,290 円 

188 

②自動変更

対象額（最

低保障額） 

令和元年８月１日以後の自動変更対

象額は、3,970 円 

令和３年８月１日以後の自動変更対象

額は、3,940 円 

190 

年齢階層別

の最低･最

高限度額

（抜粋） 

・20 歳未満 

（最低限度額）5,081 円 

（最高限度額）13,384 円 

・70 歳以上 

（最低限度額）3,970 円 

（最高限度額）13,384 円 

・20 歳未満 

（最低限度額）4,941 円 

（最高限度額）12,957 円 

・70 歳以上 

（最低限度額）3,940 円 

（最高限度額）12,957 円 

204 

一人親方

等・特定作

業従事者 

 

特別加入者の範囲にフードデリバリー配達員（一人親方等）、あん摩マツサージ

指圧師等（一人親方等）、IT フリーランス（特定作業従事者）が追加されまし

た。具体的には以下に該当する場合に特別加入の対象となります。 

・自動車を使用して行う旅客若しくは貨物の運送の事業又は原動機付自転車若し

くは自転車を使用して行う貨物の運送の事業 

・あん摩マツサージ指圧師、はり師、きゆう師等に関する法律に基づくあん摩マ

ツサージ指圧師、はり師又はきゆう師が行う事業 

・情報処理システムの設計等の情報処理に係る作業に従事する者 

207 発展※８ 

所轄労働基準監督署長があらかじめ

その必要がないと認めて通知したと

き又は厚生労働大臣が番号利用法の

規定により当該報告書と同一の内容

を含む特定個人情報の提供を受ける 

ことができるときは、提出を要しない

ものとされています。 

所轄労働基準監督署長があらかじめそ

の必要がないと認めて通知したとき又

は厚生労働大臣が住民基本台帳法の規

定により当該報告書と同一の内容を含

む機構保存本人確認情報の提供を受け

ることができるとき若しくは番号利用

法の規定により当該報告書と同一の内

容を含む特定個人情報の提供を受ける

ことができるときは、提出を要しないも

のとされています。 



雇用 

234 

③賃金日額

の上限額・

下限額 

雇用別紙１に変更をお願いします。 

235 
④基本手当

の日額 
雇用別紙２に変更をお願いします。 

253 

⑤高年齢被

保険者の特

例 

雇用別紙３の追加をお願いします。 

271 

専門実践教

育訓練に係

るもの 

雇用別紙４をご確認ください。 

275 
②教育訓練

支援給付金 
雇用別紙５に変更をお願いします。 

278 支給限度額 支給限度額（365,055 円） 支給限度額（360,584 円） 

285 

(2)期間を

定めて雇用

される者 

雇用別紙６に変更をお願いします。 

285 用語※５ 

みなし被保険者期間とは、育児休業開

始日に被保険者でなくなったものと

みなして、基本手当に係る被保険者期 

間の計算方法によって計算した被保

険者期間に相当する期間です。 

みなし被保険者期間とは、育児休業開始

日に被保険者でなくなったものとみな

して、基本手当に係る被保険者期間の計

算方法によって計算した被保険者期間

に相当する期間です。なお、産後休業を

した被保険者であって育児休業給付金

の支給に係るみなし被保険者期間が12

か月に満たない場合は、労働基準法の規

定による産前休業を開始した日等から

起算して計算します。 

291 
(2)保険給

付費等 
雇用別紙７に変更をお願いします。 

293 発展※７ 

事業主は、労働者が確認の請求をした

ことを理由として、労働者に対して解

雇その他不利益な取扱いをしてはな 

らないものとされています。 

事業主は、労働者が確認の請求又は高年

齢被保険者の特例の申出をしたことを

理由として、労働者に対して解雇その他

不利益な取扱いをしてはならないもの

とされています。 

295 

296 
５ 令和４年３月31日 令和７年３月31日 

徴収 317 
②雇用保険

率 
令和４年度（４月～９月）の雇用保険率は徴収別紙１の通りです。 

労一 415 

育児・介護

休業法（⑩

の下） 

労一別紙１の追加をお願いします。 

 

第２部 社会保険関係科目 

科目 ページ 該当箇所 改訂前 改訂後 

健保 

54 全体像 健保別紙１に変更をお願いします。 

56 
(3)支給期

間 
健保別紙２に変更をお願いします。 

56 過去問（H26） 削除 

59 
(2)出産育

児一時金 
健保別紙３に変更をお願いします。 

59 基本※４ 

双児等分娩の場合には、胎盤数にかか

わらず一産児排出を一分娩と認め、胎

児数に応じて出産育児一時金が支給さ

れます。例えば、双児の場合は40万４

双児等分娩の場合には、胎盤数にかか

わらず一産児排出を一分娩と認め、胎

児数に応じて出産育児一時金が支給さ

れます。例えば、双児の場合は40万８



千円×２＝80万８千円となります（制

度対象分娩の場合は、42万円×２＝84

万円となる。）。 

千円×２＝81万６千円となります（制

度対象分娩の場合は、42万円×２＝84

万円となる。）。 

62 
択一式対策

④ 
削除 

84 

②資格喪失

の事由・時

期 

健保別紙４の追加をお願いします。 

85 
③標準報酬

月額 

任意継続被保険者の標準報酬月額は、

次のいずれか少ない方の額となりま

す。 

原則として、任意継続被保険者の標準

報酬月額は、次のいずれか少ない方の

額となります。 

国年 

140 
(3)保険料

額 
令和４年度の保険料額は国年別紙１の通りです。 

173 

 (4)支給

繰上げの際

に減額する

額 

国年別紙２に変更をお願いします。 

229 発展※８ 

20歳前障害の障害基礎年金の受給権者

は、毎年、指定日（７月31日）までに、

指定日前１か月以内に作成された所得

状況届及び所定の書類を日本年金機構

に提出しなければならないものとされ

ています。 

20歳前障害の障害基礎年金の受給権者

は、毎年、指定日（９月30日）までに、

指定日前１か月以内に作成された所得

状況届及び所定の書類を日本年金機構

に提出しなければならないものとされ

ています。 

厚年 299 

 (5)支給

繰上げの際

に減額する

額 

厚年別紙１に変更をお願いします。 

社一 

373 
保険料の賦

課額 
社一別紙１に変更をお願いします。 

382 (4)保険料 社一別紙２に変更をお願いします。 

388 
イ 傷病手

当金 
社一別紙３に変更をお願いします。 

426 
３社会保障

協定 

日・フィンランド社会保障協定が発効されています。 

※令和４年２月１日に効力を生ずる。 

※21 番目の社会保障協定となる。 

427 
②支給要

件・給付額 
月額 5,030 円 月額 5,020 円 

 



労基別紙１  

【変更前】  

 

【変更後】 

 

 

 

                  15（3/31）  18 歳 

※民法の成年年齢を 20 歳から 18 歳に引き下げること等を内容とする民法の一部を改正する法律が成立し、令和

４年４月１日から施行されます。これに伴い労働基準法の未成年者は 18 歳未満となります。 

 

雇用別紙１  

離職日における年齢 下限 上限 

30歳未満 
 

2,577 円 

 

13,520 円 

30歳以上45歳未満 15,020 円 

45歳以上60歳未満 16,530 円 

60歳以上65歳未満 15,770 円 

 

雇用別紙２  

原則 離職日に60歳以上65歳未満 

賃金日額※ 基本手当の日額 賃金日額 基本手当の日額 

2,577円以上 

4,970円未満 

賃金日額 

×80/100 

2,577円以上 

4,970 円未満 

賃金日額 

×80/100 

4,970円以上 

12,240円以下 

賃金日額 

×80～50/100 

4,970円以上 

11,000 円以下 

賃金日額 

×80～45/100 

12,240円超 
賃金日額 

×50/100 
11,000 円超 

賃金日額 

×45/100 

 

 

 

年少者・未成年者 

児童 



雇用別紙３  

 高年齢被保険者の特例により被保険者となった者（特例高年齢被保険者）の高年齢求職者給付金 

特例高年齢被保険者となった者が、高年齢被保険者の特例の申出に係る適用事業のうちいずれか一の適用事業

を離職した場合、賃金日額の算定は「離職した適用事業において支払われた賃金に限り」行うものとし、賃金日

額の下限の適用はない。 

 

雇用別紙４  

 

特例高年齢被保

険者を除く。 令和７年 



 

雇用別紙５ 

 

 

雇用別紙６ 

【変更前】  

 

【変更後】  

（２）期間を定めて雇用される者 

期間を定めて雇用される者にあっては、その養育する子が１歳６か月（一定の場合は２歳）に達する日までに、

その労働契約（契約が更新される場合にあっては、更新後のもの）が満了することが明らかでない者であること。 

 

令和７年 



雇用別紙７ 

【変更前】  

 

【変更後】  

 



徴収別紙１ 

【令和４年度（４月～９月）の雇用保険率】 

 

労一別紙１  

（改正概要） 

①妊娠・出産（本人又は配偶者）の申出をした労働者に対して事業主から個別の制度周知及び休業 

の取得意向の確認のための措置を講ずることを事業主に義務付けるものとされた。 

②育児休業を取得しやすい雇用環境の整備の措置を事業主に義務付けるものとされた。 

 

 

➀ 妊娠又は出産等についての申出があった場合における措置等（法21条） 

事業主は、労働者が当該事業主に対し、当該労働者又はその配偶者が妊娠し、又は出産したことその他これに

準ずるものとして厚生労働省令で定める事実を申し出たときは、厚生労働省令で定めるところにより、当該労働

者に対して、育児休業に関する制度その他の厚生労働省令で定める事項を知らせるとともに、育児休業申出に係

る当該労働者の意向を確認するための面談その他の厚生労働省令で定める措置を講じなければならない。 

１．厚生労働省令で定める事項 

ア 育児休業に関する制度 

イ 育児休業申出の申出先 

ウ 雇用保険法に規定する育児休業給付に関すること。 

エ 労働者が育児休業期間について負担すべき社会保険料の取扱い 

➁ 雇用環境の整備及び雇用管理等に関する措置（法22条） 

事業主は、育児休業申出が円滑に行われるようにするため、次のいずれかの措置を講じなければならない。 

ア その雇用する労働者に対する育児休業に係る研修の実施 

イ 育児休業に関する相談体制の整備 

ウ その他厚生労働省令で定める育児休業に係る雇用環境の整備に関する措置 

１．ウ→厚生労働省令で定める育児休業に係る雇用環境の整備に関する措置 

厚生労働省令で定める育児休業に係る雇用環境の整備に関する措置は、次のとおりとする。 

ア その雇用する労働者の育児休業の取得に関する事例の収集及びその雇用する労働者に対する当該事例の提供 

イ その雇用する労働者に対する育児休業に関する制度及び育児休業の取得の促進に関する方針の周知 

 



健保別紙１ 

 

健保別紙２ 

  

健保別紙３ 

 

健保別紙４ 

任意継続被保険者の資格喪失につき下記が追加されています。 

事由 時期 

任意継続被保険者でなくなることを

希望する旨を、保険者に申し出たと

き 

申出が受理された日の属する

月の末日が到来するに至った

日の翌日 

 

国年別紙１ 

 

 

40 万８千円 

（制度対象分娩の場合、＋１万２千円） 

変更後 

支給期間は、 

支給を始めた日から通算

して１年６か月間 

変更後 

通算して１年６か月間とする 



国年別紙２ 

 

厚年別紙１ 

  

 

社一別紙１ 

 

社一別紙２ 

 

社一別紙３ 

 

4/1000 

4/1000×60＝24％ 

76％ 

4/1000 

66 万円 

66 万円 

 

通算して１年６か月間 通算して３年間 

 

変更後 

65 万円 20 万円 


